
熊本県

中東情勢に伴う原油関連物資高騰等

対策本部会議

第１回

令和8年（2026年）5月29日（金）9：20～



（１）各部からの現状報告
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「中東情勢に伴う原油関連物資高騰等対策本部」資料（知事公室） 

 

原油価格高騰に伴う家庭用ＬＰガス小売価格への影響について 

 

○ 県内の家庭用ＬＰガス小売価格は高止まりしており、今後、中東情勢

の影響により増大したコストの価格への転嫁が進み、さらなる上昇が見

込まれている。 

 

〇 このような状況を踏まえ、今後、国が補正予算措置を予定している重

点支援地方交付金を活用し、ＬＰガス利用者への支援を検討している。 

 

（参考） 

  これまで、国の経済対策に対応して家庭用ＬＰガスの料金支援を以下

のとおり実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援額 支援規模 対象世帯 支援期間

① R5年度6補 6千円 約32.6億円 約45.2万世帯
R5.1～9

（9か月間）

② R5年度12補 4千円 約23.6億円 約45.2万世帯
R5.10～R6.4
（7か月間）

③ R6年度2補 5千円 約26.5億円 約43.9万世帯
R6.8～10、R7.7～9

（6か月間）

④ R7年度6補 2千円 約9.2億円 約41.1万世帯
R7.7～9

（3か月間）

⑤ R7年度11補 3千円 約17.2億円 約43.9万世帯
R8.1～3

（3か月間）
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【企画振興部】 

 

  県内の交通事業者における中東情勢に伴う影響は以下のとおり。 

  引き続き、関係団体とも連携し、県内事業者の状況を注視していく。 

 

 

【バス事業者】 

・県内のバス事業者は、年間契約等により当面の燃料は確保している状況。今後、

燃料が調達できない場合には減便の可能性もあると聞いている。 

 

 【鉄道事業者】 

・鉄道事業者によると、燃料の仕入れ額は従前より高騰しているが、現時点で燃

料の仕入れの遅延等はなく、運行に支障は生じていない。 

 

 【航路事業者】 

・有明フェリーを運航する有明海自動車航送船組合は、燃料（重油）の仕入れ難

を理由に５月の運行ダイヤを変更（１９便→１５便）している。 

・そのほかの事業者については、現時点で運航に支障は生じていない。 

 

【航空事業者】 

・ 熊本空港に就航する各航空会社に確認したところ、燃料価格は高騰しているが、

現在のところ調達に問題ないと聞いている。 

 

アメリカとイスラエルによるイラン攻撃に伴う県内への影響について 
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【健康福祉部】 原油関連物資高騰に伴う医療福祉等分野の現状

区分 現状 備考（国の対応等）

医療機関、薬局等 ⚫ 医療用手袋、ポリエチレン袋等の値上げが一部で生じている。
⚫ ゴム手袋やビニールエプロンの出荷調整等が行われている。
⚫ 薬局関係の医薬品の容器、分包紙等については、一部のメーカーで、
値上げや納期遅延、分納等の案内が出されている。

⚫ 国は、5月18日、医療用手袋の備蓄放出(販
売)に関し、医療機関からの要請を受付開始
(県は要請内容の確認等を実施)

   ※県内では20医療機関から要請あり(5/22時点)

⚫ これまで、消毒液（エタノール）の容器、透
析装置洗浄剤の容器などの供給不安が解決

⚫ 引き続き、医薬品の容器や分包紙を含め、き
め細かに情報把握した上で、目詰まり解消・
安定供給の確保に取り組まれる方針

介護関係等 ⚫ ゴム手袋やプラスチック手袋の供給不足やポリ袋の値上げ等が一部
で生じている。

⚫ 一部の事業所等からは、ゴム手袋、プラ手袋、ごみ袋、保存食、エプ
ロン購入制限等の情報も寄せられている。

ー

障がい関係等 ⚫ ゴム手袋やプラ手袋等について、一部の事業所からは、業者の出荷
制限がある等の情報が寄せられている。 ー

保育所、児童養護
関係等

⚫ 保育所では、ゴム手袋やセロハンテープ等の文房具の不足が見られ
始めており、今後の影響を懸念する声がある。

⚫ 児童養護関係では、原油関連物資が不足する状況にはなく、食費・燃
料費などの高騰への懸念の方が強い。

ー

一般公衆浴場、ク
リーニング

⚫ 燃料費の高騰により、経営面への影響を懸念しているとの声がある。 ⚫ 国は、令和７年度予備費を使用して燃料油の
価格を引き下げる支援を実施中（R8.3.24閣
議決定）

【医療福祉施設等の状況】

➢ 医療福祉施設等については、各分野とも、在庫や代替品等を含め対応しており、大きな影響や混乱は生じていない状況である
が、一部商品の値上げや購入制限等の情報も寄せられており（下表参照）、今後の経営や安定的なサービス提供に懸念が生じ
ている。

➢ また、市町村社協の自立相談支援窓口には、従来より物価高騰に伴う生活困窮についての相談が寄せられており、食料品配布等
の支援を継続中。

➢ 引き続き関係団体等と連携し、情報収集に努めるとともに、国の補正予算等の動向を注視し、必要な要望や対応を行う。

※医療福祉施設等や生活困窮者に対しては、令和７年度国経済対策を活用した物価高騰支援の各事業を実施中であり、現下の状況に対しても活用可能。
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令和8年５月２９日現在 

 

環境生活部 

 

 

 廃棄物処理業  

 

１ 国の動き 

・環境省がHPに「中東情勢に伴う燃料油や石油製品等の供給に関する相談窓口」

を開設（廃棄物処理業）。 

 

２ 県内の状況 

・一般廃棄物処理で使用される燃料油等の調達について、一部の市町村等から価格

高騰の影響を受けているとの報告あり。 

・市町村等指定のごみ袋について、品薄の影響で時限的に指定ごみ袋以外のごみ袋

の使用を認める対応をとっているとの報告あり。 

 

３ 今後の対応 

・価格高騰や関連物資調達への懸念から、政府要望を実施。 

・国や市町村等の動向を注視するとともに関連団体からも情報収集を実施。 

 

 

 水道事業  

 

１ 国の動き 

・国土交通省がHPに「燃料油や石油製品等の供給に関する相談窓口」を開設。 

 

２ 県内の状況 

・資材調達や工事進捗への影響があったとの報告あり。 

 

３ 今後の対応 

・国や市町村等の動向を注視。 
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Kumamoto Prefectural Government

中東情勢に関する対応状況
【商工労働部】

〇 3月23日に国が設置した県内特別相談窓口の相談状況を確認。

【県内特別相談窓口設置機関（１７か所）】

日本政策金融公庫（３か所）、商工中金、

熊本県信用保証協会、商工会議所（９か所）、

熊本県商工会連合会、熊本県中小企業団体中央会、

熊本県よろず支援拠点

【相談件数推移】※日本政策金融公庫受付分を除く。

相談受付期間 3/23～3/31 4/1～4/15 4/16～4/30 5/1～5/15 計

相談件数
経営相談 2 11 23 14 50

資金繰り 3 22 257 260 542

計 5 33 280 274 592
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Kumamoto Prefectural Government

中東情勢に関する対応状況
【商工労働部】

【相談の要因（５／１～５／１５）】※重複を含む。

【業種別相談件数（５／１～５／１５）】※業種不明除く。

建設
卸売、
小売

製造 サービス 運輸 飲食 医療
生活
関連

専門・
技術

福祉
情報
通信

不動産 宿泊

124 43 35 18 14 7 5 4 4 3 2 2 １

燃料油（原油、ガソリン等） 石油由来の化学品・製品等

価格高騰 調達不足 価格高騰 調達不足

39 3 171 126

一般土木建築業、建築リフォーム工事業、
塗装工事業、床・内装工事業など
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Kumamoto Prefectural Government

中東情勢に関する対応状況
【商工労働部】

【相談内容（５／１～５／１５）抜粋】

・ 塗料やシンナーの供給不足により塗装工事が減少。（塗装
工事業）

・ 機械に使用する潤滑油などの調達に支障をきたしている。
（金属製品製造業）

・ 梱包資材製造時に必要な原材料の仕入制限が発生。新規受注
の停止等により資金繰りに影響。（プラスチック製品製造業）

・ パッケージ等の材料費や輸送費の増加により資金繰りを圧迫。
（飲食料品卸売業）

・ 車両の輸送費及び部品価格等が高騰。（中古自動車小売業）

・ 資材の受注停止・納品遅れにより工事が止まっている現場
がある。（建築リフォーム工事業）
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Kumamoto Prefectural Government

中東情勢に関する対応状況
【商工労働部】

〇 その他、トラック協会等の関係団体に聞き取りを実施。

【相談内容（抜粋）】
・ 自家用燃料施設（インタンク）への燃料供給が困難になる
と販売業者から連絡があった。（運輸業）

・ アドブルーの容器やエンジンオイルが不足している。（運
輸業）

・ 重油価格が高騰している。（電子デバイス製造業）

・ 塗装用のシンナーの価格が２倍、メーカー出荷調整が入り
調達が非常に困難になった。（金属製品製造業）

・ パッケージ等の原価が高騰している。また、製造ライ
ンで使用するビニール手袋の調達が困難となっている。（菓
子製造業）
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「中東情勢に伴う原油関連物資高騰等対策本部」資料（観光文化部） 

原油価格高騰に伴う県内宿泊事業者への影響について 

 

 

〇 温泉施設等を有しているなど、観光関連事業者の中でも原油価格高騰

の影響を受けやすい「県内の主な宿泊事業者」を対象に現状把握を実施。 

〇 ビニール製品（プラスチック製アメニティ等）の仕入れ値が上昇して

いる等の声はあったものの、現時点で原油高騰による大きな混乱は確認

されていない。 

〇 今後も引き続き情報収集を継続し、原油高騰による観光関連事業への

影響を注視していく。 

 

＜主な関係事業者の状況＞ 

Ａホテル（熊本市） 

・ 現時点で特段影響はないが、雨天時に使用するビニール製の傘袋の価

格改定について業者から提案があっている。 
 

Ｂホテル（阿蘇市） 

・ ボイラー用等として使用している重油が調達しづらくなっており、一

部の浴室の使用を中止している。 
 

Ｃ旅館（人吉市） 

・ ビニール製品の仕入れ値は上昇傾向にある。 
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現状【農林水産部】

農林畜水産業において、重油等の燃料が必要な時期

種
類

対象品目 用途
時期（月）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

重
油

トマト、イチゴ

ハウス
暖房

メロン

不知火類

茶 製茶機械

木材 乾燥機

漁船 漁船

灯
油

施設野菜 炭酸ガス

水稲、麦、大豆

乾燥機いぐさ

葉たばこ

乾しいたけ
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農
畜
産
業

○ 燃油
利用のピークは終了。現在では茶、今後はいぐさ等での利用がある。現時点で重油が不足しているという状況ではない。

○ 肥料・農薬
当面の量は確保されており、流通停滞の懸念は無い。今後、値上げが予定されている。

○ 資材
耕種→在庫確保に努めているが、ハウスの被覆資材では一部で納期の遅れが懸念されている。今後、値上げも予定されている。
畜産→５月にラップフィルム、ロールネットの値上げが実施されている。

○ 飼料
原料の確保・供給に直接的な影響はないが、原油価格の上昇に伴う海上運賃の高騰により、配合飼料価格の上昇が懸念されている。

林
業

○ 原木しいたけ
現時点では大きな影響はないが、長期化することで、しいたけ乾燥機等の燃料経費、種駒やビニール等の資材費の上昇が懸念されている。

○ 菌床きのこ
パック詰め用のプラスチック資材や菌床栽培用のボトルの入荷時期が未定。資材も値上がりしており、長期化することで、生産に影響を及
ぼすことが懸念されている。

○ 木材
接着剤の供給不安等により、生産量を減じ、原料である原木の受入れを抑えている。

○ 燃油
入荷状況に変化はなく、漁業者へ安定供給できている。漁船等の燃料費は上昇している。

流
通

○ 青果物輸送
運送事業者の燃料仕入れに一部影響(燃料価格上昇等)はあるものの、現在のところ青果物（野菜・果物等）は運べている状況。

現状【農林水産部】 ※農林畜水産業関係者からの聞き取り状況等（R8年5月中旬時点）

水
産
業
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第１回「原油関連物資高騰対策本部」資料 

原油関連物資高騰にかかる県内への影響と対策について 

 

     土木部 

現状と対応状況                                 

 

 

【土 木】 

〇 公共工事関係において、現時点では資材が調達できないという直接的な影響はみ

られないものの、今後、原油を主な原料とするアスファルトを用いた舗装材料や塩

ビ管、塗料用シンナーの調達が難しくなる懸念がある。 

〇 また、運搬費の高騰に伴う資材の単価が上がっており、今後さらに上昇していく

と思われるため、この価格の変動を工事価格に適切に反映していただきたい。 

 

【建 築】 

〇 建築業界においても、石油由来の建築資材である樹脂製品（断熱材、外装材、床

材、防水材、配管類等）、塗料及び衛生機器類等の資材について「値上がり」、 

「供給不足」及び「新規受注停止」等の懸念がある。 

 

 

 

 

〇 工事発注に用いる設計単価については、出来る限り最新の単価を用いることがで

きるよう、毎月見直しを行っているところ。 

〇 また、契約後の物価急騰により設計単価との乖離が生じた場合は、単価上昇分を

追加計上できる仕組みである「スライド」制度を適切に運用するなど、可能な限り

受注者側の負担が少なくなるよう対応しているところ。 

〇 なお、今後、資材の調達自体が出来ない事態となった場合には、工期延期や一時

中止等、柔軟に対応する。 

〇 引き続き、関係業界と密に意見交換を行い、適切かつ柔軟に対応していく。 

業界の声 

県の対応 

〇随時、業界等との意見交換による情報収集を実施。 

  ・建設業協会との意見交換（R8.5 月） 

  ・（一社）熊本県建築協会（R8.5 月） 

・（一社）熊本県電設業協会（R8.5 月） 

・九州建設業協会との意見交換（R8.5 月） 

・九州・沖縄ブロック土木部長会議、次長・技監会議（R8.５月） 

この他、アスファルト合材協会などから、随時情報収集 
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（２）各部から国への要望状況
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【議題②】燃料油価格高騰に伴う各部から国への要望事項

部局名 要望内容 要望先
（上期要望書ページ）

企画振興部
トラック・バス・鉄道・航路等の物流・交通事業者への燃料費等支援及び価格転嫁の環
境整備

経済産業省
（P132～P133）

企画振興部 航空機燃料に係る補助の拡充 経済産業省
（P132～P133）

健康福祉部
医療機関等の社会生活基盤の維持に向けた支援
（資材・燃料等の流通、供給への影響により、医療・介護・福祉等のサービス提供に支
障が生じないよう、需給状況を把握し、必要な対策を迅速に講じること）

厚生労働省
（P132～P133）

健康福祉部
生活困窮者に向けた支援
（物価高騰対策として、生活困窮者への生活支援を拡充すること）

厚生労働省
（P132～P133）

環境生活部
燃料油や石油製品の調達への影響により、ごみの収集、運搬、処分に支障が生じないよ
う、需給状況を把握し、必要な対策を迅速に講じること。

環境省
（P132～P133）

商工労働部 事業者に対する燃油及び石油化学製品の安定供給及び価格高騰対策 経済産業省
（P132～P133）

商工労働部
トラック・バス・鉄道・航路等の物流・交通事業者への燃料費等支援及び価格転嫁の環
境整備

経済産業省
（P132～P133）
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【議題②】燃料油価格高騰に伴う各部から国への要望事項

部局名 要望内容 要望先
（上期要望書ページ）

農林水産部

■燃料油価格高騰に伴う生活者・事業者に向けた支援

　燃料油価格の高騰に対する県民生活の安定化や事業者等の事業継続に向けた支援

１ 燃料油価格激変緩和事業の継続及び燃料油の安定的確保
　　・ 現行の激変緩和措置に係る補助水準の引上げ及び期間延長。
　　・ 中東情勢の長期化を見据えた安定的な燃料油の確保。

内閣府
厚生労働省
農林水産省
経済産業省

環境省
（P132～P133）

農林水産部

■燃料・肥料・飼料等生産資材の安定供給及び価格高騰対策

　中東情勢の緊迫化による燃料や生産資材等の供給不足及び価格高騰の影響を最小化す
るための生産資材等の安定確保・供給に向けた対応や、燃油価格や肥料価格等の高騰に
対応する経営安定対策の充実

１ 施設園芸等燃料価格高騰対策（セーフティネット構築事業）の恒久化、十分な予算
確保、発動基準価格の上限設定等制度の拡充。
２ 石油由来の生産資材等の安定確保・供給に関する取組み及び価格高騰に対する支援
制度の創設並びに気候変動への対応に係る十分な予算の確保。
３ 肥料価格急騰時における影響緩和対策の発動基準等の明確化と化学肥料の代替とな
る家畜排せつ物由来堆肥等の地域資源の利活用への支援。
４ 耕畜連携等による国産飼料増産に係る施策の充実・強化、配合飼料価格安定制度の
安定的な運用に必要な十分な予算確保及び各種畜産経営安定対策の柔軟な運用と十分な
予算確保。
５ 漁業経営セーフティーネット構築事業（配合飼料価格安定対策事業）の十分な予算
の確保と制度の充実。

農林水産省
（P122～P124）
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【議題②】燃料油価格高騰に伴う各部から国への要望事項

部局名 要望内容 要望先
（上期要望書ページ）

土木部

防災・減災、国土強靱化の推進
１　国土強靱化の推進に必要な予算総額の確保と地方財政措置の継続

　国土強靱化の取組みに必要な予算・財源については、令和７年６月に策定された第１次国土強靱化実施中期計画に基づき、今後の資
材価格・人件費の高騰等を適切に反映した上で、当初予算を含め、継続的かつ安定的な予算措置をお願いする。

内閣官房
内閣府
総務省
財務省

（農林水産省）

国土交通省
（P47～P48）

土木部

公共事業予算の安定的な総額確保
１　社会資本整備の着実かつ計画的な推進のため、補正を含めて前年度を上回る予算総額の確保

　災害から県民の生命・財産を守り、地方創生に向けた取組みを下支えするため、さらに持続可能な経済成長の実現を図り、農山漁村
の安全・安心の実現や生産性向上を図るためには、社会資本整備を着実かつ計画的に推進する必要があり、現下の資材価格の高騰を踏
まえた必要な予算の総額確保をお願いする。

総務省
財務省

（農林水産省）

国土交通省
（P134）
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